
（３） 職業能力開発総合大学校における指導員訓練

① 職業訓練指導員の養成

１ 高卒者等を対象に職業訓練指導員を養成するための４年間の課程

２ 独立行政法人大学評価・学位授与機構から課程認定を受けているため、修了者には学士（工学）の学位が
授与される。授与される。

３ 指導員需要等に応じた抜本的見直しを行い、平成２１年度入学者について、７科あった訓練科を４科に再編、
定員を２００名から１２０名に削減した。

平成２１年度入校生から学科の再編を行い、幅広い訓練ニーズに応えられるよう、訓練科の大括り化をするとと
もに、それに応じた定員の削減

訓練科及び定員の見直し

機械システム工学科（４０人）
機械制御システム工学科（30人）

（平成20年度） （平成2１年度）

機

電気システム工学科（３０人）

精密機械システム工学科（30人）

電気システム工学科（30人）

電 シ ム 学科（ 人）
電子情報システム工学科（２０人）

建築システム工学科（３０人）
情報システム工学科（30人）

通信システム工学科（30人）

電子システム工学科（30人）

通信システム工学科（30人）

建築システム工学科（20人）

計 ２００名
計 １２０名



職業能力開発総合大学校と工業系大学とのコスト比較

工業系国立大学法人における学生１人当たりのコスト（試算）職業能力開発総合大学校における学生１人当たりの
コスト（試算）

学生数 経費
学生1人当たりの

年間コスト

コスト（試算）

学生数 経費
うち指導員
養成経費

学生1人当たりの
年間 ト

A大学 ２，０６０人 ４３億円
２１０万円
（７００円）

B大学 ２，３２６人 ６３億円
２７３万円
（９１０円）

学生数 経費
養成経費 年間コスト

９７１人 ４４億円 ３６億円
３６８万円
（６３１円）

C大学 １０，０８１人 ３７１億円
３６８万円

（１，２２７円）

D大学 ２，２０７人 ６８億円
３０８万円

（１，０２７円）

（６３１円）

※２０年度実績より試算

下段（ ）書きは、授業時間１時間あたりのコスト

（ ，０ 円）

※業務実施コスト計算書(H18年度実績）を参考に厚生労働省
で推計

下段（ ）書きは、授業時間１時間あたりのコスト



総合大における指導員の養成と国立工科系大学との比較

総合大 国立工科系大学
ものづくりの技能の習得と同時に、人に技能を指導する方法を学ぶ
ことにより、職業能力開発施設における中核的役割を担う指導員
（他の指導員に対する指導・助言や施設全体の訓練の企画・マネジ
メントを行う。）を養成

「真理の追求」を教育目的とし、一般教養や学術的知識の習得及び実
験等による理論の検証を行うことにより、専攻に係る専門知識と深い
教養、総合的な判断力を有する人材を養成

５，８３４時間＜特長＞

能力開発専門科目

■職業能力開発の専門家に必要な知識
及び技術を習得するため、「インストラク
ション（指導技法）」、「コース・コーディ

■自ら技能・知識を習得するとともに そ
３，０００時間

750h
シ ン（指導技法）」、 ディ
ネート」、「キャリア・コンサルティング」な
どのほかに、企業でのインターシップや
職業能力開発施設での実務実習を設定

専門実技

2,704h

＜特長＞

■自ら技能 知識を習得するとともに、そ
れらを他者に教えることができる能力を
同時に身につけるために、専門分野の
基本技術から実践技術の実技を設定。
各免許職種について、技能検定２級（実
務経験２年程度）の技能の習得が可能

専門実技 ■実験等を通じて専門学科で学んだ理論

専門学科
専門学科

■「学士」取得が可能となるよう他の工科
系大学と同様の専門工学分野の学科の
ほか、複数の指導員免許の取得を目的
に 免許職種に必要な幅広い専門科目

1,530h

■国立工科系大学としての専門分野の学

の検証と新たな研究等を行う教科等を
設定

専門学科

一般教育科目

1,088h

■数学、物理、英語などのほかに、指導
者としての職業生活に必要となる人文社

に、免許職種に必要な幅広い専門科目
の基礎から応用まで選択科目を設定

一般教育科目

750h

■数学、物理、英語などの一般教養を養
追

術的裏付けとなる理論を学ぶ教科等を
設定

986h

般教育科目

総合大（長期課程） 国立工科系大学

会分野の「倫理学」、「心理学」「経営学」、
「経済学」等を設定 1,292h

般教育科目
720h

うとともに「真理の追究」を求める社会分
野の「倫理学」、「哲学」等を設定



（単位：百万円）

資産の部 負債・純資産の部

資産合計 流動資産 財形融資貸付金 負債・純資産合計 負債合計

1,667,804 968,550 865,899 1,667,804 988,640
現金及び預金 雇用促進住宅業務に必要な資金 資産見返負債

76,789 29,398 22,735
未払金等の支払準備金 長期借入金(雇用促進融資に係る財投借入金）

15,463 17,467
財形借入金・債券償還準備金

11,152
預り金(国庫補助金返還金等) 純資産合計 資本金 職業能力開発施設等

5,853 679,165 768,292 290,544
その他(財投償還金準備金、雇用促進住宅敷金等） 雇用促進住宅

14,923 476,748
その他(財形業務に係る貸付金利息・受取利息等） 財形基金

25,861 1,000
固定資産 職業能力開発施設等の土地建物(職業訓練機器含む) 資本剰余金 職業能力開発施設等の損益外減価償却累計額等

699,254 248,654 △ 120,728 △ 66,165
雇用促進住宅の土地建物 雇用促進住宅の損益外減価償却累計額等

434,532 △ 54,563
国債(財形基金及び雇用促進融資償還金の運用分） 利益剰余金 前中期目標期間繰越積立金(雇用促進住宅業務)

9,780 31,601 23,322
その他(定期預金等） 前中期目標期間繰越積立金(雇用促進融資業務)

6,288 2,864
積立金

10,464
当期総利益

17,500
財形勘定における前年度繰越欠損金

△ 22,549
※金額は、それぞれ四捨五入しているため、端数において総計が合致しない場合がある。

財形融資貸付業務に係る長期借入金、雇用・能力開発債券

896,795

その他(未収金、運営費交付金債務、国庫補助金返還金等）

51,644

雇用・能力開発機構の資産概要（平成20年度末）

主な内訳主な内訳



雇用促進住宅について
設置目的

施設の概要等

就職に伴いその居住を移転する者等のための住宅として整備

１．住宅数等（平成２２年３月末現在）
○ 住宅数 １，４１５宿舎 （うち未廃止決定住宅７１７宿舎、廃止決定住宅６９８宿舎）
○ 棟 数 ３，５７７棟 （うち未廃止決定住宅２，０３３棟、廃止決定住宅１，６６０棟）
○ 戸 数 １３２，４５０戸 （うち未廃止決定住宅７２，６０９戸、廃止決定住宅６３，８６９戸）

※ 住宅の設置は昭和36年11月 平成12年3月にかけて実施

施設の概要等

※ 住宅の設置は昭和36年11月～平成12年3月にかけて実施

２．入居状況（平成２２年２月末現在）
○ 入居戸数 ８１，５３１戸 （うち未廃止決定住宅５８，２６５戸、廃止決定住宅２３，２６６戸）
○ 入居率 未廃止決定住宅８０．２％、廃止決定住宅３６．３％

３．整備費計 約９，５００億円（建設費及び土地取得費）

雇用保険三事業のための保険料で、事業主が負担。

４．運 営 家賃収入で独立採算により維持管理。

５．貸与対象 ①広域職業紹介活動に係る公共職業安定所の紹介により就職する移転就職者、②①の利用に
支障がない限り、職業の安定を図るために宿舎の確保を図ることが必要であると公共職業安定所長が認める者

譲渡・廃止を巡る経緯

施 設 外 観

○ 平成１９年６月２２日 「規制改革推進のための３か年計画（閣議決定）」により、「機構は、民間事業者の知見・ノウハウを活用し住宅の売却方法について常に工

夫を行いつつ、住宅の売却を着実に推進し、これを可能な限り前倒しできるよう取り組み、遅くとも平成33年度までにすべての処理を完了す

る」こととされた。

○ 平成１９年１２月２４日 「独立行政法人整理合理化計画（閣議決定）」により、「全住宅の２分の１程度に前倒しして廃止決定するとともに、売却業務を民間等に委託

譲渡 廃止を巡る経緯

するなど」、売却加速の具体的方策を速やかに講ずることとされ、機構において、平成20年４月１日までに、運営収支が赤字等の７８４住宅に

ついて、廃止決定（新規入居の停止）を行った。

○ 平成２０年１２月２４日 「雇用・能力開発機構の廃止について（閣議決定）」により、雇用促進住宅に係る業務については、民間等への譲渡・廃止をするまでの間、

暫定的に、関連する独立行政法人に移管することとされた。

※ 平成２０年１２月２６日以降、離職に伴い住居を喪失した求職者に対して、廃止決定住宅も含め雇用促進住宅を活用することとし、平成２１年３月３０日に「平成２３年

度までにおおむね３分の１の住宅を譲渡・廃止する」こととした機構の中期目標の達成は困難となったものと判断し、これを削除すること等を内容とする変更を行っ

た。 廃止決定を行った住宅については、平成２１年４月から入居者の退去を求める手続きも開始する予定であったが、少なくとも３年間延期（経済状況・雇用失業情勢

等を勘案し判断）することとした。



所有年月日

平成12年3月31日

平成19年3月31日

平成20年3月31日

平成21年3月31日

平成22年3月31日

※譲渡等については、譲渡契約締結後、移転登記が
　 終了した住宅を集計。

合計
地方公共団体等への譲渡 １０８住宅
民間等への一般競争入札  　 ３住宅
空家、更地化  　1４住宅
更地後土地の返還 　  １住宅
譲渡等金額

※　廃止決定住宅については、新規入居停止の措置を行っている。

○　雇用促進住宅の譲渡等の進捗状況

雇用促進住宅所有数

約８７.８億円

１，５４１住宅（145,542戸）

１，５３０住宅(141,562戸)

１，５１７住宅(140,772戸)

１，４９７住宅(138,928戸)

☆平成１３年度～平成１８年度

○地方公共団体等への譲渡 ９住宅

○民間等への一般競争入札 １住宅

○更地化後土地返還 １住宅

☆平成１９年度

○地方公共団体等への譲渡 １２住宅

○民間等への一般競争入札 １住宅

☆平成２０年度

○地方公共団体等への譲渡 １０住宅

○空家化 ６住宅

○更地化 ４住宅

未廃止決定

住宅数 ７１７住宅

棟数 ２，０１２棟

戸数 ７１，９０９戸

廃止決定

住宅数 ６９８住宅

棟数 １，５６５棟

戸数 ６０，５４１戸

１，４１５住宅(132,450戸)

☆平成２１年度

○地方公共団体等への譲渡 ７７住宅

○民間等への一般競争入札 １住宅

○空家化 ４住宅



（単位：人）

うち退職公
務員数

うち退職公
務員数

（独）雇用・能力開発機構 6 (0) 3,588 (0)

（独）高齢・障害者雇用支援機構 7 (1) 716 (3)

（独）勤労者退職金共済機構 7 (1) 257 (0)

※：平成22年4月１日現在

役職員数及び退職公務員数について

役員数 職員数


